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研究成果の概要（和文）：主に3点を発見した。１）ポスト難民危機期の欧州諸国において，極右政党支持や反
移民感情に代表される排外感情は，個々人の社会経済的劣位にではなく文化的保守性によって影響を受けてい
る。欧州統合に対する政治的不信感の影響力も大きい。２）選挙動員により人々の政治意識が変動する効果は，
極右支持者より政府首班政党支持者の方が大きい。前者の排外主義感情は安定している。３）政治関心の低い層
は，選挙時に排外主義的感情が高める傾向があり極右政党からの動員効果が示唆される。
　上記知見は既存サーベイ(主にEuropean Social Survey)と本研究費支援により独自実施した世論調査の分析に
基づく。

研究成果の概要（英文）：We found three main arguments: (1) Xenophobic sentiments, such as support 
for Radical Right Parties (RRP) and anti-immigrant sentiment, are not defined by individual 
socioeconomic inferiority, but rather influenced by cultural conservatism. The influences of 
political distrusts toward European integration  are also significant; (2) The effect of electoral 
mobilization is more significant on the influence of the major centrist parties than on those of the
 RRP. Xenophobic sentiment among supporters of the RRP has remained stable regardless electoral 
timing; (3) Individuals with low political interest tend to increase chauvinist sentiment at 
election time. This may be due to the influence of the information environment including political 
discourses projected by the RRP.
 The above findings were identified through statistical analyses on public opinion polls (in 
particular, the European Social Survey) and other surveys conducted by author with the support of 
this research grant.

研究分野：政治学，比較政治学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
学術的には右翼政党支持や反移民感情研究の既存研究と整合的な知見が，ポスト難民危機期においても有効であ
ることを示すとともに，政党支持と排外主義感情（反移民感情）との相互関係についてのより実質的な知見を実
証的根拠をもって明らかにした。多文化社会の安定的共生にあって，排外主義政党や感情の支持者を社会経済的
弱者だとスティグマタイズすることの誤りや，選挙期間の情報流通へ注視する必要性などを示したと言える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

 
2014年の欧州議会選挙時に，耳目を集めた欧州における排外主義に対しては，その後の難民
問題や英国離脱問題をうけて，より一層の着目が向けられてきた。しかし，欧州における排外
主義的勢力の台頭は，決して近年に限った現象ではなく，学術的に長い研究蓄積のある分野で
ある。その中でも特に着目されてきたのが，人々の政治意識と政治的アリーナを媒介する極右
政党を巡る諸研究であり，大きく分けて①支持態度を含む有権者との相互関係の研究と②政策
アウトプットへの影響の研究の双方が進展してきた。前者の例は，台頭要因の総合的探索に始
まり（Kitschelt 1995, Norris 2005），政党分類別の検討（Golder 2003, Meguild 2010, Hino 2012），
移民・格差との連環（Han 2016），帰属意識への影響（Higashijima & Nakai 2016）などが指摘さ
れ，後者の例としては福祉水準変動（Michel 2013, Han 2013），移民政策変動，国籍取得要件変
動（Howard 2009，中井 2012），などが指摘されている。ただし，様々な実証研究は，研究成果
によって相反する結果や効果を報告する様相を呈しており，特に，排外主義と結び付きやすい
と想定されている移民流入や経済格差の効果については，極右政党支持を強めるという研究と，
特に関係が無い（あるいは弱めすらする）という研究の，双方が並立している状況にある。研
究蓄積が膨大である分，相互を架橋・連環づける新たな視点を必要とする状況にある。 
 
また，代表者は，2013年より若手研究（A）「新興民主主義国における集票戦略と国民的意識
変化の実証的国際比較研究」（2013～2017）において，新興民主主義国で頻繁に観察される，ナ
ショナリズムに依拠した政治的動員が，実際に有権者の意識レベルでどのような影響を与えて
いるのか，世論調査回答と選挙タイミングとを組み合わせることで分析を行った。排外主義と
選挙時の機会的な政治的動員に関して，西欧の先進民主主義国を含めた欧州全般に対象を広げ
ることが可能であると考えられた。そもそも排外主義的な見解を政治的に媒介（ないし加速）
させる第一の主体が極右政党である以上，彼らの政治的行動やそれを取り巻く見解の変化は，
選挙との遠近や前後といった時機に強く影響されているはずである。上述したような，多様な
研究が時に相反する効果を報告していることも，選挙時の機会的な動員圧力が強い時と弱い時
で，異なる効果が観察されるためである可能性が想定された。 
 
Eifert, B. et al 2010 “Political Competition and Ethnic Identification in Africa,” AJPS, 54(2), 494-510./ Golder, M. 2003 
“Explaining Variation in the Success of Extreme Right Parties in Western Europe,” CPS, 36(4), 432-466./ Han, K. J. 2013 
“Political Use of Asylum Policies,” Com. Eur. Pol., 11(4), 383-405./ Han, K. J. 2016 “Income inequality and Voting for Radical 
Right-wing Parties,” Ele. Stu., 42, 54-64./ Higashijima, M. & R. Nakai 2016 “Elections, Ethnic Parties, and Ethnic Identification 
in New Democracids” Stu. Com. Int’l. Dev., 51(2), 124-146./ Hino, A. 2012 New Challenger Parties in Western Europe, 
Routledge./ Howard M. 2009. The Politics of Citizenship in Europe, Cambridge UP./ Kitschelt, H. 1995 The Radical Right in 
Western Europe, U.Michingan Pr./Meguid, B. 2010 Party Competition between Unequls, Cambridge UP./ Michel, E. 2013 “Are 
Radical Right Voters Welfare Populist?” paper presented ECPR, Sep. 2013./ 中井 2012「国籍取得要件を変える政治的要因」
『レヴァイアサン』51, 146-167./ Norris, P. 2005 Radical Right, Cambridge UP. Whitaker, B. & J. Giersch. 2015 “Political 
Competition and Attitudes towards Immigration in Africa,” Jou. Eth. & Mig. Stu., 41(10), 1536-1557./ 
 
 
２．研究の目的 
 
欧州における極右政党ならびに排外主義に対する支持構造に対して，選挙という時間的要因
も考慮に入れつつ，サーベイデータの計量分析と少数の事例分析を通じて実証的観点から分析
する。欧州の極右政党・排外主義については，従来から多くの研究が蓄積されてきたが，両者
の関連性については研究成果によって相反する効果が報告されており，大きな学術的問いが残
されている。また，従来研究が効果を指摘してきた諸変数がそもそも近年の状況に対しても同
様の説明力を有するか否かも，最新データの計量分析を通じて解明する。 
 
予備的作業として，近年の欧州における極右政党への支持や排外主義への賛意の強弱が，ど
のような（国別・個人別の）社会経済的背景によって規定されているのか明らかにする。これ
は，従来行われてきた先行研究の主張を，近年のデータによって再検証することを通じて，採
択するべき理論仮説の取捨選別および結果の異同が分かれる点について明らかにする作業であ
る。下記するように，分析にはおもに European Social Surveyを用い，適宜他のデータセットを
組み合わせて補足する。 
極右政党への支持と排外主義的な態度の相互連関に対し，もし巷間指摘されるように移民等
への排外主義態度が極右台頭の原因であるならば，両変数の間には常に統計的に有意な関係が
確認され，なおかつ前者が後者を規定している過程が観察されることになる。反対に，一部の
政治学研究が指摘するように，排外主義的な言説は極右政党の支持獲得戦略による構築物にす
ぎないならば，両変数の関係性は「選挙が近い時期にのみ」確認されるはずであり，なおかつ
後者が前者を規定している過程が観察されることが想定される。 
 
 



３．研究の方法 
 
①既存の排外主義・極右政党支持の規定要因分析のメタ分析を行い，それらの理論仮説・変
数の今日的妥当性を検証するために，近年聴取されたサーベイデータを整理し再検証分析を展
開した。 
②上記分析①を踏まえ，極右政党支持と排外主義相互の連関に対して，選挙という時間的に
変動する要素が与える効果について，より精緻な分析を実施した。これを通じ，極右政党支持
に対して，相反する効果が報告されてきた背景の一端について解明した。 
 
 どちらも基本的には個票レベルの世論調査データによる分析となる。①については，ポスト
難民危機期の European Social Surveyデータを中心に,European Values Survey等の隣接サーベイ
を用いて結果の頑健性を確認しつつ行った。②については，選挙動員の効果がもっとも見られ
づらい least likely case国であるラトビアで準自然実験的な調査を行った。また，当初予定にな
かった事だが，複数国でのサーベイ実験（リスト実験）も行った（秦正樹博士［京都府立大学］
との共同研究である） 
 
４．研究成果 
 
 冒頭で整理した通り，主に 3点の知見を発見した。１）ポスト難民危機期のヨーロッパ諸国
において，極右政党支持や反移民感情に代表される排外感情は，個々人の社会経済的劣位によ
って規定されているのではなく，むしろ個々人の文化的保守性によって影響を受けている。移
民が自国経済を悪化させるという認識よりも，移民が自国文化を破壊するという認識の方が，
右翼政党支持確率をより強く説明していた。この際，欧州統合に対する政治的不信感の影響力
も大きかった。２）政党による選挙動員によって，人々の排外主義等のナショナリスティック
な感情が変動する効果については，極右政党のものよりは中道的な主要政党の影響力の方が大
きい。極右政党支持者の排外主義感情は良くも悪くも選挙タイミングと無関係に安定している。
３）ただし政治関心の低い層などに対象を絞ると，選挙時に人々の排外主義的感情が高まる傾
向があり，極右政党を含めた政治的情報環境の影響が示唆される。 
  
知見１は主に既存データセット（特に European Social Survey）に対する分析から得られた知
見である。図１は結果の一部概略であるが，示される通り，個々人の経済的劣位性は右翼政党
支持を規定していない。経済的に劣後し「置き去りにされた人々」が排外主義にコミットして
いるという言説には，根拠がない事が推察される（ただし，本報告書からは割愛しているが，
地方居住者については右翼政党支持傾向が見いだされた）。様々な変数効果を統制してロジステ
ィック回帰分析によりより詳細な分析を行っているが，本報告書からは割愛する。 

 
図１：個々人の経済的状況と右翼政党支持確率 

  

 
右翼政党支持をより強く規定しているのは，むしろ文化的な態度である。伝統や慣習への追
随志向はその一部であるが，もっとも説明力が強いのは，移民が自国文化を破壊するという懸
念である。これは，移民が自国経済を破壊するという懸念感情よりも強い効果を有している（図
２）。その反移民感情についてもまた，個々人の経済的劣位性によって規定されるというよりは，
政治的信頼や欧州統合への反感と言った感情により強く規定されていることを本研究は明らか
にした。 
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図２：個々人の文化的態度と右翼政党支持確率 

  

  

 
知見２と３は，本研究費の支援を受けて著者らが独自に実施した世論調査実施による分析に
基づいている。総選挙前後に，同一の世論調査を繰り返すことによって，選挙という政治的動
員がもっとも強くなる時期における，人々の排外主義的感情の変動を見出すことができる。 
すでに述べた通り，この効果については右翼政党支持者よりも中道の（政府首班）政党の効
果の方が明確に見いだされた。右翼政党支持者の排外主義感情は，選挙動員とは無関係に安定
しているからである（表１左）。他方で，政治関心の低い層に対する分析からは，選挙時に反移
民感情に代表される排外主義が高まっていることがわかっており，これについては選挙時に主
に右翼政党によって投射される，反移民感情を動員する政治情報の効果が，普段政治情報にふ
れない有権者層に影響を与えた結果であることが示唆される。 
 
表１ 政党による選挙動員と排外主義感情への影響 

  
注：中井 2019より引用 
 
現在，これらの知見をさらに拡充し，より広範なデータを用いた分析を行った成果を，単著
として上梓する過程にある。 
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